
幹細胞・再生医学幹細胞・再生医学
 研究の加速研究の加速

ライフサイエンス研究全体に資する基礎研究ライフサイエンス研究全体に資する基礎研究

革新的医薬品・医療機器の革新的医薬品・医療機器の

 創出に向けた研究の推進創出に向けた研究の推進

脳科学研究の脳科学研究の
 戦略的推進戦略的推進

ライフサイエンス研究全体を支える体制整備ライフサイエンス研究全体を支える体制整備

ライフサイエンス分野における重点事項

脳科学研究戦略推進プログラム

Ｈ２１：２３億円（１７億円）

再生医療の実現化プロジェクト
Ｈ２１：２７億円（２０億円）
Ｈ２０補正：１５億円

革新的タンパク質・細胞解析研究イニシアティブ

 

Ｈ２１：５８億円（新規）、Ｈ２０補正：２５億円

ﾅｼｮﾅﾙﾊﾞｲｵﾘｿｰｽﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

 

Ｈ２１：１４億円（１４億円） 新興・再興感染症研究拠点形成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

 

Ｈ２１：２１億円（２５億円）

橋渡し研究支援推進プログラム
Ｈ２１：２４億円（１８億円）

（文科省・理研・放医研）分子イメージング研究

 
プログラム H２１：４０億円（３９億円）

個人の遺伝情報に応じた医療の実現プロジェクト

 
（第２期）

 

H２１：２７億円（２８億円）

平成21年度予算案

 

：712億円
平成20年度補正額

 

：

 

75億円
（平成20年度予算額

 

：709億円)

（理研）植物科学研究事業

 

Ｈ２１：１５億円（１５億円） （理研）免疫・アレルギー科学総合研究事業 Ｈ２１：３２億円（３３億円）

統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

 

Ｈ２１：

 

９億円（１１億円） 粒子線がん治療に係る人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

 

Ｈ２１：０.８億円（０.８億円）

（JST）ﾊﾞｲｵｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽ推進ｾﾝﾀｰ事業

 

Ｈ２１：１８億円（１７億円）
（理研）ﾊﾞｲｵﾘｿｰｽ事業

 

Ｈ２１：３２億円（３２億円）
Ｈ２０補正：５億円

（理研）ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ基盤研究領域

 

Ｈ２１：２１億円（１１億円）

（理研）ゲノム医科学研究事業
H２１：１６億円（１６億円）

（放医研）重粒子線がん治療研究
H２１：５３億円（５８億円）

・社会的行動を支える脳基盤の計測・支援
技術の開発

（理研）脳科学総合研究事業
Ｈ２１：９７億円（９３億円）
Ｈ２０補正：３０億円

・「iPS細胞技術プラットフォーム」の構築

・知的財産戦略及び管理・活用体制強化

（理研）発生・再生科学総合研究事業
Ｈ２１：４４億円（４５億円）

・基礎研究の成果を医療として社会に還元するため

 
橋渡し研究の支援機能や研究費を強化

※運営費交付金中の推計額を含む



平成21年度予算案

 

：5,800百万円
（新規）革新的タンパク質・細胞解析研究イニシアティブ

タンパク３０００プロジェクト等で得られた

 
成果や基盤（機器・設備、人材、構造デー

 
タ等）を活用しつつ、学術研究や産業振

 
興に重要なタンパク質をターゲットとし、

 
それらの構造・機能解析に必要な技術開

 
発と研究を行う。

 

タンパク３０００プロジェクト等で得られた

 
成果や基盤（機器・設備、人材、構造デー

 
タ等）を活用しつつ、学術研究や産業振

 
興に重要なタンパク質をターゲットとし、

 
それらの構造・機能解析に必要な技術開

 
発と研究を行う。

ターゲットタンパク研究プログラム

ゲノムネットワークプロジェクト等で得られ

 
た成果や基盤（機器・設備、人材、ネット

 
ワークデータ等）を活用しつつ、従来なし

 
えなかった大規模・多面的な遺伝情報解

 
析やリアルタイム細胞解析等の手法を駆

 
使し、細胞・生命プログラム解読に挑む。

 

ゲノムネットワークプロジェクト等で得られ

 
た成果や基盤（機器・設備、人材、ネット

 
ワークデータ等）を活用しつつ、従来なし

 
えなかった大規模・多面的な遺伝情報解

 
析やリアルタイム細胞解析等の手法を駆

 
使し、細胞・生命プログラム解読に挑む。

革新的細胞解析研究プログラム
（セルイノベーション）

期待される成果

幹細胞研究、がん研究
疾患ｹﾞﾉﾑ医科学、合成生

 
物学、ﾍﾟﾀｽｹｰﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
等の分野への成果・基盤

 
活用
（具体例）
ガンや筋ジストロフィー等

 
になったことの指標となる

 
物質の探索、個人の全ゲ

 
ノム解析による遺伝情報

 
と疾患の関係性の解明等

 
への基盤活用

情報ﾌﾟﾗｯﾄ
ﾌｫｰﾑ

技術開発研究
●生産拠点
・高難度なﾀﾝﾊﾟｸ質の生産技

 
術の開発

●解析拠点
・ﾋﾞｰﾑﾗｲﾝの開発
・NMR（核磁気共鳴）解析技術

 
の高度化

●制御拠点
・化合物ﾗｲﾌﾞﾗﾘの整備
・ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ技術の開発

ターゲットタンパク研究
基本的な生命の解明
医学・薬学等への貢献
食品・環境等の産業応用

先導研究
●遺伝子の働きの変化、細胞内の
情報の伝わり方等について解析

●細胞情報の経時・連続計測

事業イメージ

生命現象の理解生命現象の理解
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ研究基盤ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ研究基盤

次世代シーケンサー拠

 
点
●次世代シーケンス拠点整備

・研究課題に応じた拠点化
・研究コミュニティー等に開か
れた拠点

超大量データ解析拠点
●大量情報の一元管理

●データ解析技術の開発

・タンパク質ネットワークの

 
作用機序の解明
・診断・治療法の開発への

 
貢献
・機能性食品、有用酵素

 
等の産業利用
（具体例）
・乾燥地域で生育可能な

 
作物の開発に貢献
・メタボリックシンドローム

 
や糖尿病の治療薬の開発

 
に貢献

生命現象の統合的理解には、
生命の基本単位である遺伝子、タン

 
パク質、細胞の理解が重要

情報の融合
フィードバック



昨年来の事業昨年来の事業

平成21年度の拡充要求：

①「iPS細胞技術プラットフォーム」の構築

 
iPS細胞研究拡充の基盤を整備するため、iPS細胞等研究拠点（京

 
都大学、慶應義塾大学、東京大学、理化学研究所）により「iPS細胞

 
技術プラットフォーム」を構築

 
「iPS細胞技術プラットフォーム」で行う事業

1.

 

細胞の標準化

 
iPS細胞の臨床応用を目指した細胞の標準化、分化誘導して得た目的細胞

 
の特性、品質や純度を確認する技術の開発研究

 
2.

 

細胞誘導の技術講習会・培養トレーニングプログラムの実施

 
細胞誘導の技術講習会、培養トレーニングプログラムの実施による研究者

 
の裾野の拡大

 
3.

 

疾患特異的iPS細胞の樹立・提供

 
患者から提供される体細胞から、最適誘導技術によりｉＰＳ細胞を樹立・活用

 
し、疾患発症機構の解明、薬剤候補物質の探索、薬理試験系としての開発

 
を実施し、ｉＰＳ細胞研究の成果を速やかに人々へ還元

 
②知的財産戦略および管理・活用体制強化

 
約３０機関が参加する「文部科学省iPS細胞等研究ネットワーク」を活

 
用し、国際競争を見据えた知的財産ポートフォリオの構築、及び知的

 
財産戦略や管理・活用体制の強化

 

平成21年度の拡充要求：

①「iPS細胞技術プラットフォーム」の構築

 
iPS細胞研究拡充の基盤を整備するため、iPS細胞等研究拠点（京

 
都大学、慶應義塾大学、東京大学、理化学研究所）により「iPS細胞

 
技術プラットフォーム」を構築

「iPS細胞技術プラットフォーム」で行う事業

1.

 

細胞の標準化

 
iPS細胞の臨床応用を目指した細胞の標準化、分化誘導して得た目的細胞

 
の特性、品質や純度を確認する技術の開発研究

2.

 

細胞誘導の技術講習会・培養トレーニングプログラムの実施

 
細胞誘導の技術講習会、培養トレーニングプログラムの実施による研究者

 
の裾野の拡大

3.

 

疾患特異的iPS細胞の樹立・提供

 
患者から提供される体細胞から、最適誘導技術によりｉＰＳ細胞を樹立・活用

 
し、疾患発症機構の解明、薬剤候補物質の探索、薬理試験系としての開発

 
を実施し、ｉＰＳ細胞研究の成果を速やかに人々へ還元

②知的財産戦略および管理・活用体制強化

 
約３０機関が参加する「文部科学省iPS細胞等研究ネットワーク」を活

 
用し、国際競争を見据えた知的財産ポートフォリオの構築、及び知的

 
財産戦略や管理・活用体制の強化

背景・目標：世界でも比類なき高齢化社会を迎えている我が国において、脊髄損傷、心筋梗塞、糖尿病等の難病・生活習慣病

 
に対し、これまでの医療を根本的に変革する可能性のある再生医療の実現化を目指すとともに、さらにiPS細胞等を

 
用いた疾患の原因解明や創薬への応用基盤の構築により、患者のＱＯＬ（生活の質）と国民福祉の向上に寄与する。

 

背景・目標：世界でも比類なき高齢化社会を迎えている我が国において、脊髄損傷、心筋梗塞、糖尿病等の難病・生活習慣病

 
に対し、これまでの医療を根本的に変革する可能性のある再生医療の実現化を目指すとともに、さらにiPS細胞等を

 
用いた疾患の原因解明や創薬への応用基盤の構築により、患者のＱＯＬ（生活の質）と国民福祉の向上に寄与する。

(1)ヒトiPS細胞等

 
研究拠点整備事業

 
日本発の成果であるヒトiPS細胞研究

 
を加速するため、以下の(3)、(4)を総合

 
的に行える研究拠点を整備。

(2)研究用幹細胞バンク整備領域

 
第Ⅰ期で整備された臍帯血等の提供

 
を引き続き実施。

 
さらに研究者のニーズに応じた新たな

 
幹細胞提供を検討。

(3)幹細胞操作技術開発領域

 
世界をリードし、イノベーションを創

 
出するiPS細胞等の新規細胞創出

 
や培養・増幅技術開発等を推進。

(4)幹細胞治療開発領域

 
iPS細胞等の幹細胞を用いた前臨

 
床研究レベルでの難病、生活習慣

 
病等に対する細胞移植・組織移植

 
技術開発を実施。

【イメージ】

慶應義塾大学
代表：岡野教授

理化学研究所

代表：笹井ＧＤ

・ 多能性幹細胞の効率的培養等の
基盤技術開発
・感覚器系を中心とした分化誘導技
術開発や、安全性確認及び治療開
発研究 等

京都大学
代表：山中教授

・安全かつ効率的な作成技術の開
発や、iPS増殖制御技術開発
・臨床応用に向けた安全性の確保
やその評価技術の開発 等

（分担機関：理研バイオリソースセンター）

・中枢神経系を中心とした分化誘
導技術開発や、安全性確認及び治
療開発研究 等

【文部科学省iPS細胞等研究ネットワーク】
○iPS細胞の分配、知的財産、研究成果の取扱いに関しては、共通ルール

（研究ネットワーク規約）に基づく一体的運用。（約30機関が参加）

文部科学省 幹細胞・再生医学戦略作業部会

東京大学
代表：中内教授

・血液系細胞を中心とした分化誘
導技術開発や、安全性確認及び
治療開発研究 等

拡大運営委員会

高坂 新一
赤澤 智宏
研究代表者

委員長（PD）
PO
委員

（１）ヒトiPS細胞等
研究拠点整備事業

（１） （１）

（１）

（3）幹細胞操作技術開発領域

（2）研究用幹細胞バンク整備領域

（4）幹細胞治療開発領域

評価委員会

齋藤 英彦主査

（名古屋セントラル病院）

外部委員により構成

再生医療の実現化プロジェクト 平成21年度予算案

 

：2,650百万円
（平成20年度予算額

 

：2,000百万円）



ブレイン・マシン・ブレイン・マシン・
インターフェースインターフェース
（ＢＭＩ）の開発（ＢＭＩ）の開発
（代表機関：ＡＴＲ）

社社 会会 にに 貢貢 献献 すす るる 脳脳 科科 学学
健 康 脳

社 会 脳

情 報 脳

基 盤 技 術 開 発

【概

 

要】

高齢化、多様化、複雑化が進む現代社会が直面する様々な課題の克服に向けて、脳科学に対する社会からの

 期待が高まっている。このような状況を踏まえ、『社会に貢献する脳科学』の実現を目指し、社会への応用を明確

 に見据えた脳科学研究を戦略的に推進するため、脳科学委員会における議論を踏まえ、重点的に推進すべき政

 策課題を設定し、その課題解決に向けて、研究開発拠点（中核となる代表機関と参画機関で構成）を整備する。

 

【概

 

要】

高齢化、多様化、複雑化が進む現代社会が直面する様々な課題の克服に向けて、脳科学に対する社会からの

 期待が高まっている。このような状況を踏まえ、『社会に貢献する脳科学』の実現を目指し、社会への応用を明確

 に見据えた脳科学研究を戦略的に推進するため、脳科学委員会における議論を踏まえ、重点的に推進すべき政

 策課題を設定し、その課題解決に向けて、研究開発拠点（中核となる代表機関と参画機関で構成）を整備する。

（主査

 

：

 

金澤

 

一郎

 

日本学術会議会長）

脳 科 学 委 員 会脳脳

 
科科

 
学学

 
委委

 
員員

 
会会

平成１９年１０月、渡海文部科学大臣から科学技術・学術

 
審議会に対し、「長期的展望に立つ脳科学研究の基本的

 
構想及び推進方策について」諮問が行われたことを受け、

 
同審議会の下に「脳科学委員会」が設置され、現在、答申

 
に向けた審議を行っているところ。

本年８月に同委員会が取りまとめた審議経過報告では、

 
重点的に推進すべき研究領域等を設定し、社会への明確

 
な応用を見据えて対応が急務とされる課題について、戦略

 
的な研究の推進が求められた。

＜重点的に推進すべき研究領域等＞

○ 豊かな社会の実現に貢献する脳科学

 

（社会脳）

○ 健やかな人生を支える脳科学

 

（健康脳）

○ 安全・安心・快適に役立つ脳科学

 

（情報脳）

○ 基盤技術開発

独創性の高い独創性の高い
モデル動物の開発モデル動物の開発

（代表機関：自然科学研究機構）

社会的行動社会的行動を支えるを支える脳基盤脳基盤
の計測・の計測・支援技術の開発支援技術の開発
（新規課題）

脳科学研究戦略推進プログラム 平成21年度予算案

 

：2,300百万円
（平成20年度予算額

 

：1,700百万円）



【【概要概要】】
医療としての実用化が見込まれる有望な基礎研究シーズを有している大学等を対象に、それらのシーズを着実に実用化させ、国民

 
の医療に資することを目指し、開発戦略や知財戦略の策定、試験物の製造などの橋渡し研究の支援を行う機能を拠点的に整備・

 
強化するとともに、これらのシーズに対し、拠点を活用した公的研究費による橋渡し研究を推進。

【【現在の課題現在の課題】】 【【平成２平成２１１年度の年度の取組取組】】

○各拠点において、人材の確保・登用・育成等に努めているものの、大

 
学等が自ら医師主導治験を実施しうるためには人材面、設備面におい

 
て必ずしも十分ではない

○大学等における基礎研究により生み出される有望なシーズの中に、

 
研究資金が不足しているためにステージアップできず、研究開発が停滞

 
しているものが散見される

①支援設備の充実強化

 
各拠点に整備している細胞調製施設（ＣＰＣ）等を、薬事法に基づく品質

 
管理等に関する基準（ＧＭＰ・ＧＬＰ基準）に準拠したレベルで整備・維持

②人材の強化

 
各拠点において、管理・統括医師、研究開発に精通したプログラムマ

 
ネージャ、データマネージャ、薬事専門家等を充実

③研究費の措置

 
大学等における基礎研究により生み出される有望なシーズに対し、本プ

 
ログラムで整備している拠点を利用して橋渡し研究を行っていくための公

 
的研究費を措置

総合科学技術会議による指摘事項

 
各拠点に対して橋渡し研究を支援する機能の格段の拡充を

 
図り、国際競争を勝ち抜く体制整備を行うことが喫緊の課題

企業へのライ

 
センスアウト、

 
治験

（厚労省・経

 
産省が支援）

医療として

 
定着

橋渡し研究支援機関（７拠点）
【札医大（北大、旭医大）、東北大、東大、京大、阪大、先端医療振興財団、九州大】

人材支援設備

シーズ

③研究費の確保

 
蓄積している有望なシーズは百数十件（各拠点へのアンケート結果）

橋渡し研究

②人材の強化・育成
管理・統括医師、プログラム

 
マネージャ、データマネージャ、

 
薬事専門家等の配置・育成

①支援設備の充実強化
ＣＰＣ・製造施設等の整備

厳正な絞込み・

 
重点化

厳正な選定

【【支援拠点支援拠点強化イメージ強化イメージ】】

橋渡し研究支援推進プログラム 平成21年度予算案

 

：2,400百万円
（平成20年度予算額

 

：1,750百万円）



①①

 

計算科学技術の飛躍的発展による研究開発の革新計算科学技術の飛躍的発展による研究開発の革新 ②②

 

情報科学技術を用いた科学技術・学術研究の基盤構築情報科学技術を用いた科学技術・学術研究の基盤構築

③③

 

世界トップレベルの基礎研究シーズの実用化への橋渡し世界トップレベルの基礎研究シーズの実用化への橋渡し

○次世代スーパーコンピュータの開発･利用

 

【国家基幹技術】
19,000百万円（14,500百万円）

世界最先端・最高性能の「次世代スーパーコンピュータ」の開発・整備
及びこれを最大限利活用するためのソフトウェアの開発・普及等を総
合的に推進する。

○イノベーション創出の基盤となるシミュレーションソフトウェア
の研究開発

 

510百万円（500百万円）
産業界のニーズに的確に対応した複雑・大規模シミュレーション
ソフトウェアの研究開発を行う。

○高機能・超低消費電力コンピューティングのためのデバイス
・システム基盤技術の研究開発

 

430百万円（425百万円）
ＩＴ機器の高機能化と低消費電力化の両立を可能とする、革新的なス
ピンデバイス及び大容量・高速ストレージ基盤技術の研究開発を行う。

○高信頼ソフトウェアの技術開発プログラム

 

85百万円（80百万円）
大規模・複雑化しているシステムの信頼性を高めるため、革新的な基
盤ソフトウェア開発を行う。

・ソフトウェア構築状況の可視化技術の開発普及
ソフトウェアが適正な手順で構築されているかを把握可能とす
るソフトウェアタグの開発・普及を行う。

・革新的実行原理に基づく超高性能データベース基盤ソフ

 

ト
ウェアの開発
情報爆発時代における超巨大情報の戦略的活用を可能
とする、新たな原理に基づく超高性能データベース基盤ソ
フトウェアの研究開発を行う。

・e-サイエンス実現のためのシステム統合・連携ソフトウェア
の研究開発
規模や処理能力が異なるコンピュータを組織や階層をまた
いで利用可能とするシステムソフトやグリッドソフトの研究
開発を行う。

・

 

Web社会分析基盤ソフトウェアの研究開発
Web上の情報（動画、画像等）を効率よく収集・分析し、
研究等に活用するための基盤技術開発を行う。

○情報基盤戦略活用プログラム

 

619百万円（新規）

数多くの研究機関に分散する計算資源やWeb上に分散する
情報を融合させ、研究等に効率的に利用することを可能と
するための基盤技術開発を行う。

④④

 

次世代を担う高度ＩＴ人材の戦略的な育成次世代を担う高度ＩＴ人材の戦略的な育成

情報通信分野の研究開発の推進 平成21年度予算案：

 

49,578百万円
（平成20年度予算額：

 

45,501百万円）

○デジタル・ミュージアムの実現に向けた研究開発の推進
101百万円（新規）

文化等を五感でインタラクティブに鑑賞･体験するシステムを構築する
ための技術の研究開発を行う。

○先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム
895百万円（828百万円）

世界最高水準のIT人材として求められる専門的スキルを有し、
企業等において先導的役割を担う人材を育成するための教育
拠点の形成を支援する。



○次世代スーパーコンピュータの幅広い応用○次世代スーパーコンピュータの幅広い応用○次世代スーパーコンピュータの○次世代スーパーコンピュータの目的・事業内容目的・事業内容

次世代スーパーコンピュータの開発・利用

○○開発の開発の年次計画年次計画

理論、実験と並び、現代の科学技術の方法として確固たる地位を築きつつ

 
ある計算科学技術をさらに発展させるとともに、広範な分野の研究及び産業

 
における利用のための基盤を提供し、我が国の競争力強化等に資するため、

 
長期的な国家戦略を持って取り組むべき重要技術「国家基幹技術」である

 
「次世代スーパーコンピュータ」を平成２２年度の一部稼働（平成２４年の

 
完成）を目指して開発する。

具体的には、今後とも我が国が科学技術・学術研究、産業、医・薬など広

 
汎な分野で世界をリードし続けるべく､

（１）世界最先端・最高性能の次世代スパコン(注)の開発・整備

（２）次世代スパコンを最大限利活用するためのソフトウェアの開発・普及

（３）上記（１）を中核とする世界最高水準のスーパーコンピューティング

研究教育拠点（COE）の形成

を文部科学省のイニシアティブにより、開発主体（理化学研究所）を中心に

 
産学官の密接な連携の下、一体的に推進する。

（注）

 

１０ペタFLOPS級の計算性能を有するスパコン（１ペタFLOPS：1秒間に１千兆回の計算）

ものづくり

自動車の衝突の解析
人手で数ヵ月かかるモ

 
デル作成等が１～２時

 
間で自動化でき、安全

 
性の向上や産業競争

 
力強化に繋がる。

地球環境

台風の進路や集中豪雨の予測
１Kｍ四方以下でのシ

 
ミュレーションにより、

 
集中豪雨や台風進路

 
の精度の高い予測が

 
可能になる。

ナノテクノロジー

10万原子

デバイス全体

新しい半導体材料の開発
原子一つ一つをシミュ

 
レーションすることに

 
より、試行錯誤で行っ

 
ていた材料開発が画

 
期的に進歩する。

２ヶ月
現状 次世代スパコン

８００年

次世代スパコン現状

数ヶ月

コンピュータ
自動モデル

作成 ３．５km 約４００m

次世代スパコン現状

１０万原子の
計算時間

人手
モデル
作成 １～２時間

シミュレーション
スケール

平成21年度予算案

 

19,000百万円

平成20年度補正額

 

5,498百万円

（平成20年度予算額

 

14,500百万円）

○○平成２平成２１１年度年度予算（案予算（案）のポイント）のポイント

① 次世代スーパーコンピュータ施設(計算機棟、

 研究棟)の整備を本格化

６，１３１

 

百万円

② 次世代スーパーコンピュータのシステム開発に

 ついて試作・評価を実施

１０，９９２百万円

③ ソフトウェアの開発について、引き続き、グラン

 ドチャレンジアプリケーションの開発・製作・評

 価を実施

１，８７７百万円

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度平成19年度平成18年度 平成24年度

計算機棟

研究棟

建設建設設計設計

建設建設設計設計

施設

性能チューニング・高度化性能チューニング・高度化

共有ファイル 製造・据付調整製造・据付調整

演算部 製造・据付調整製造・据付調整

製作・評価

詳細設計詳細設計概念設計

詳細設計詳細設計

詳細設計詳細設計

(トータルシステムソフトウェア）
システム

制御フロントエンド
基本設計

基本設計

実証実証開発・製作・評価開発・製作・評価

実証実証開発・製作・評価開発・製作・評価ソフトウェア
（グランドチャ

 

レンジアプリ

 

ケーション）

次世代ナノ統合
シミュレーション

次世代生命体統合
シミュレーション

試作・評価

ライフサイエンス

薬の開発
シミュレーションでの

 
予測とデータの組合

 
せで、薬の副作用な

 
どの予測が可能にな

 
る。

動物実験など
シミュレーションで

 

予測

次世代スパコン
現状副作用の予測



研究開発の概要：

革新的技術であるスピントロニクス（微細な磁石の中の電子の自転の向

 
きを操ることにより情報処理を行う技術。磁石であるため、電源を切っても

 
情報が消えず、低消費電力化等に資する。）を基に、高機能・超低消費電

 
力な情報処理を実現させる基盤技術を確立するため、以下の新たな技術

 
について、一体的に研究開発を実施する。

高機能・超低消費電力コンピューティングのための

 デバイス・システム基盤技術の研究開発

研究開発体制：

東北大学を中核拠点として、日立製作所、東芝、富士通、富士電機デバ

 
イステクノロジー、アルバック、東京大学等との産学連携体制を構築。

○超高速・低消費電力スピンデバイス(スピントロニクスによる集積回路)

スピントロニクスにより、超高速・低消費電力で動作する新たな集積回

 
路及びそのための材料を開発。

○超高速・大容量ストレージシステム（外部記憶装置）

先端的な磁気記録方式を更に発展させ、大容量記録を実現するととも

 
に、ストレージシステムを高速化する技術を開発。

平成21年度予算案：

 

430百万円
（平成20年度予算額：

 

425百万円）

実用化に向けた取組み：

・

 

本施策の成果を基に、施策終了後は、参画企業における量産化

 
技術の開発等により、製品化につなげる。

進捗状況と今後の展開：

・

 

これまでに、世界最高性能の材料を開発し小規模スピンデバイスを試作・

 
実証するとともに、大容量磁気記録を実現する新材料を世界で初めて開発。

・

 

平成２１年度から、将来の実用化の技術的な実現可能性を示すため、より

 
大規模なスピンデバイス及びストレージシステムを試作・実証。

大容量のデータを
どこでも扱える携帯端

 

末

個人が快適に使える
大容量情報ストレー

 

ジ
誰もが高機能コンピューティング

 
の恩恵を受ける世界

瞬時に立ち上がる
高性能低消費電力

PC

超高速・低消費電力スピンデバイ

 
ス

超高速・大容量ストレージシステ

 
ム

10

10

5 Tbits/inch2

(nm)

電力/速度比
1/1000以下

消費電力/記録容量

 比1/20以下

604%@300K
1144@5K
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本プロジェクト成果

Al-O barrier

MgO barrier

Tohoku Univ.

ITメモリプロジェクト

Tohoku Univ. & Hitachi
AIST

AIST

AIST

IBM ANELVA
＆AIST

材料の性能の向上 スピンデバイスの開発 大容量磁気記録技術の開発

課題：

PC等の情報通信機器の高機能化と

 
低消費電力化を両立させるためには、

 
従来のデバイスでは限界が到来。

限界を突破するた

 
めの技術の研究開

 
発が必要。



文部科学省における地球文部科学省における地球環境環境科学技術科学技術分野の研究開発分野の研究開発
Ｇ８北海道洞爺湖サミット首脳文書（平成20年7月）：全球地球観測システム（GEOSS）の下で観測・予測及びデータ共有の強化

低炭素社会づくり行動計画（平成20年7月閣議決定）：地球観測、気候変動予測及び影響評価への国際貢献等

科学技術外交の強化に向けて（平成20年5月総合科学技術会議）：地球規模の課題解決に向けた開発途上国との科学技術協力の強化

気候変動等の観測・予測研究

「地球観測の推進戦略」に基づく統合地球観測システムの構築

｢地球シミュレータ｣を活用した地球温暖化・気候変動予測モデル開発などに
よる地球環境変動予測研究の推進

国家基幹技術「海洋地球観測探査システム」のうち環境分野

極域観測

南極観測船

 

「しらせ」

南極地域観測事業

データ統合・解析
システム

地球シミュレータ計画推進
地球環境予測研究

地球シミュレータによる予測・シミュレーション

21世紀気候変動予測革新
プログラム

海洋観測

海洋地球研究船

 

「みらい」

深海地球ドリリング計画推進
地球環境観測研究

温室効果ガス観測技術衛星

 

「いぶき」（ＧＯＳＡＴ）

衛星観測監視システム
（うち環境分野）

衛星観測

国際協力・貢献

◆開発途上国等への協力・支援

◆ＧＥＯＳＳ等国際的枠組み作りへの協力
◆ＩＰＣＣ第5次報告書への国際的イニシア

 
ティブの発揮

地球規模課題対応国際科学技術協力事業

ODAとの連携を通じた科学技術外交の強化

気候変動予測結果の集約

観
測
デ
ー
タ
の
集
約

環境対策技術開発

環境問題の解決に資する革新的環境
科学技術の研究開発

低燃費で低騒音な国産旅客機開発への貢献

旅客機高性能化技術

提供：三菱航空機（株）

平成21年度予算案：76,965百万円

 
（平成20年度予算額：77,240百万円）

 
※運営費交付金中の推計額を含む



21年度予算案  ：  34,774百万円
(20年度予算額  ：  36,140百万円)
※運営費交付金の推計額を含む

ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の推進

●●分野融合・イノベーションを支える研究基盤の構築分野融合・イノベーションを支える研究基盤の構築

ナノテクノロジー・ネットワーク
１，３０５百万円（１,７２７百万円）

・大学や独立行政法人等の研究機関が有する先端的な  
研究施設・機器の共用化を進め、分野融合を促進し、  
ナノテクノロジー研究基盤の整備・強化を図る。

・物質の一原子レベルの超微細構造や化学反応  
の超高速動態・変化を瞬時に計測・分析するこ  
とを可能とするＸ線自由電子レーザーを実現

Ｘ線自由電子レーザーの開発・共用 【国家基幹技術】
１０，３５３百万円（１１,０００百万円）

●●独立行政法人等における新たな知を生み出す独立行政法人等における新たな知を生み出す

独創的・先端的研究開発の推進独創的・先端的研究開発の推進
その他の競争的資金

○光・量子科学研究拠点形成に向けた基盤技術開発○光・量子科学研究拠点形成に向けた基盤技術開発  １，７２１百万円  （１,５００百万円）

・光・量子科学技術分野の研究開発課題を国として戦略的・積極的に実施するとともに、  
次世代の光・量子科学技術を担う若手人材等の育成

●●イノベーションによる社会への成果還元を目指した目的志向のプロジェクト研究イノベーションによる社会への成果還元を目指した目的志向のプロジェクト研究
ナノテクノロジーを活用した環境技術開発ナノテクノロジーを活用した環境技術開発

・我が国の優れたナノテクノロジーの研究ポテンシャルを環境技術のブレイクスルーに活用するため、
産業界も巻き込んだ「日本型ドリームチーム」で研究を推進する。人材育成や先端的な施設・装置の
共同利用などの機能を有する、「日本型ドリームチーム」の活動の足場となる研究拠点を整備する。

２０５百万円  （新規） 貯める 節約する

余剰電力を電力網に供給

大容量二次電池

燃料電池
創る

余剰電力を電力網に供給

太陽電池

熱電変換

超断熱材

LED照明

革新的技術戦略対応革新的技術戦略対応

○元素戦略○元素戦略  ６８８百万円  （５８８百万円）
・総合科学技術会議がまとめた「革新的技術戦略」に「レアメタル代替・回収技術」が掲載されているが、  
この技術を強力に推進するため、リサイクルしやすい元素による材料設計、スクラップから希少元素を  
回収再利用する技術開発、スクラップ・低品位原料使用を前提にした新たな機能開発を実施する。

●●社会への成果還元を目指した目的志向の研究社会への成果還元を目指した目的志向の研究

（独）物質・材料研究機構における研究の推進

（独）理化学研究所における研究の推進

（独）科学技術振興機構における研究の推進
※「革新的技術」である新規超伝導物質の研究開発等

ナノテクノロジー・材料分野において様々な分野に応用可能な発見・発明を創出するとともに、産業技術にブレークスルーをもたらし、国際  
競争に打ち勝つ優れた成果を創出するため、以下の研究開発を戦略的に推進する。



放射光による強力な “高干渉性硬X線”の実現。
・短い波長

 

［硬X線 （波長0.1ナノメートル以下）］

 
→

 

原子・分子レベルでの超微細構造解析
・短いパルス

 

［フェムト秒パルス （10兆分の1秒以下）］

 
→

 

化学反応等の高速な動態・変化を捕捉
・強力な光

 

［超高輝度 （SPring-8の10億倍以上）］

 
→

 

物質深部の解析、瞬時のデータ取得
・質の良い光 ［高干渉性（コヒーレント性100%）］

 
→

 

よりシャープな像の取得・精密計測

要素技術が装置として一体となることにより、左記性能を実現。
平成18年6月20日、プロトタイプ機による光の発振に成功。

熱駆動型電子銃
先鋭化電子ビームを実現

Cバンド線型加速器

高加速勾配を実現
真空封止型アンジュレータ

 

短波長化・高干渉性
・高輝度化を実現

X線自由電子レーザーの特徴 X線自由電子レーザーの構成（SPring-8に隣接）

平成21年度予算案のポイント

①国家基幹技術として、X線自由電子レーザー装置の

 
整備を推進する。
・Ｘ線自由電子レーザー装置の本体整備

5,705 百万円
・Ｘ線自由電子レーザー装置の共用施設整備

3,898 百万円
②

 

X線自由電子レーザー施設の完成に伴い施設の維

 
持・運転等を開始する。

・線型加速器収納部建屋及びﾋﾞｰﾑﾗｲﾝ収納部建屋の

 
維持管理

 

479 百万円

③Ｘ線自由電子レーザー装置の完成直後から、効果

 
的、効率的な利用研究を実施、世界に先駆けて革

 
新的な成果を輩出するための利用開発を実施する。
・利用研究開発

 

272 百万円

平成21年度予算案：

 

10,353百万円
平成20年度補正額：

 

2,996百万円
（平成20年度予算額：

 

11,000百万円）
※運営費交付金中の推計額を含む。総建設費389億円（平成18～22年度）

年次計画

Ｘ線自由電子レーザーの開発・共用



平成21年度予算案 ：205百万円

（新規）

我が国の優れたナノテクの技術力を環境技術のブレークスルーに活用するため、高い技術力を有する研究者

 を集結した課題解決型の研究拠点課題解決型の研究拠点を構築する。

－最高水準の設備・装置を整備し、共用化を促進。

－国際的な研究ハブとしての機能を整備し、高度な人材を継続的に獲得。

－環境問題という極めて解決が困難な課題に対して長期的に取り組む人材を養成。

施策の概要とねらい

世界トップレベルの我が国のナノテクノロジー技術世界トップレベルの我が国のナノテクノロジー技術

超鉄鋼や超耐熱合金技術
・強くて軽く、熱や腐食に強い鉄鋼を利用。
・発電用タービンに活用し、熱効率を向上。
（二酸化炭素の排出量が大幅に減少。）

超伝導技術
・全く電力の損失がない送電線。
・我が国が世界の９５％以上のシェア。
・更なる性能向上のための多くの研究者が
挑戦。

膜分離技術
・発電所内で発生した二酸化炭素を分離・
回収し、再利用。

産学連携
分野融合

 

人材育成

集約型研究拠点集約型研究拠点
＝日本型ドリームチーム＝日本型ドリームチーム

人材と研究施設の集中整備

優れた
要素技術
を結集

二酸化炭素を殆ど出さない二酸化炭素を殆ど出さない
クリーンな発電所を実現！クリーンな発電所を実現！

飛躍的に性能を向上する

革新的なシーズを連続的に創出

現状の主要な二酸化炭素排出源
発電部門

 

３７％、産業部門２８％
民生部門

 

１２％、輸送部門２２％

⇒⇒

 

発電部門を改革することで、発電部門を改革することで、
低炭素社会に大きく貢献！低炭素社会に大きく貢献！

ナノテクノロジーを活用した環境技術ナノテクノロジーを活用した環境技術開発開発
【【環境エネルギー技術革新計画対策環境エネルギー技術革新計画対策】】



エネルギー安全保障
・不安定な原油価格
・エネルギー需給の逼迫化

地球環境問題
・地球温暖化
・ＣＯ２削減目標達成に向けた取組

＜世界的動向：＜世界的動向：国際協調国際協調とと大競争大競争の時代にの時代に＞＞

〔米国〕：30年ぶりに新規原発建設へ
〔仏国〕：シラク大統領がエネルギー政策発表
〔中国・ロシア・インド〕：原発の新設加速

１．ぶれることなく、重要プログラムを着実に推進１．ぶれることなく、重要プログラムを着実に推進

・高速増殖炉サイクル技術【国家基幹技術】の研究開発の推進

347億円
 

（290億円）

・高レベル放射性廃棄物の地層処分技術研究開発
 

87億円
 

（87億円）

２．先進的な原子力科学技術への挑戦２．先進的な原子力科学技術への挑戦

・ＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）計画等の主導的推進

111億円
 

（103億円）

・Ｊ－ＰＡＲＣ（大強度陽子加速器施設）の施設供用への対応

148億円
 

（190億円）

３．原子力の裾野の維持・拡大３．原子力の裾野の維持・拡大

・原子力分野の専門人材育成
 

2億円
 

（2億円）

・原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ
 

8億円
 

（5億円）

４．立地地域との共生４．立地地域との共生

・地域が主体となって進める持続的発展に向けた取り組みへの支援

138億円
 

（133億円）

５．放射性廃棄物対策の着実な推進５．放射性廃棄物対策の着実な推進

・研究施設等廃棄物対応（積立金）
 

43億円
 

（43億円）

・高レベル・ＴＲＵ廃棄物対応（拠出金）
 

52億円
 

（87億円）

原子力分野の原子力分野の平成平成2121年年度予算案の主要事項度予算案の主要事項

平成２１年度予算案のポイント背景

平成21年度予算案
 

：
 

252,471百万円
(平成20年度予算額

 
：

 
261,423百万円）

※運営費交付金中の推計額を含む

＜＜国内国内：多くの重要課題が：多くの重要課題が正念場正念場を迎える＞を迎える＞

Ｈ19年：
 

高速増殖炉サイクル研究やＩＴＥＲ計画の本格化
Ｈ20年：

 
研究施設等廃棄物処分体制整備

（原子力機構法改正）
Ｈ21年以降：

 
六ヶ所再処理工場竣工、

「もんじゅ」運転再開、
 

プルサーマルの開始、
高レベル放射性廃棄物処分への動き

地球温暖化・エネルギー地球温暖化・エネルギー問題問題の解決に向け、の解決に向け、
 我が国が競争力を有する我が国が競争力を有する原子力分野原子力分野においにおい

 て、て、リーダーシップを発揮リーダーシップを発揮するとともにするとともに、、日本日本
 発技術の世界標準獲得発技術の世界標準獲得を目指し研究開発を目指し研究開発

我が国の方向性

両問題を併せて
解決する手段として

原子力への
期待が高まる



平成21年度予算案
 

：
 

34,687百万円
（平成20年度予算額

 
：

 
28,996百万円）

※運営費交付金中の推計額を含む

長期的エネルギー安定供給

 
：

 
ウランを数十倍有効利用（２１００年頃は海外から燃料（ウラン）の輸入不要）

地球環境との調和の取れた発展

 
：

 
発電過程で二酸化炭素を放出しない、高レベル放射性廃棄物の量を低減 （軽水炉に比べ約１／４）

実用炉実用炉

炉

再
 処
 理

燃
 料
 製
 造

実
証
段
階

の
施
設

実
証
段
階

の
炉
等

・経済性の実証

・官民の役割分担

２０２５年頃２０２５年頃

実用実用サイクル施設サイクル施設

２０５０年頃２０５０年頃

（ナトリウム冷却・ループ
型炉の研究開発を実施）

「高速増殖炉サイクル技術の今後１０年程度の間における研究開発に関する基本方針」等を踏まえ着実に推進

原型炉「もんじゅ」原型炉「もんじゅ」

高レベル放射性物質研究施設高レベル放射性物質研究施設

第３開発室で「もんじゅ」のＭＯＸ燃料
等の研究開発を実施

プルトニウム燃料製造施設プルトニウム燃料製造施設

実験炉「実験炉「常陽常陽」」

運転再開

高速増殖炉サ高速増殖炉サ
 イクル実用化イクル実用化

 研究開発研究開発

○
 

エネルギー資源に乏しい我が国において、高速増殖炉サイクル技術を確立することにより、長期的なエネルギー安定
 供給を確保することは国の存立基盤をなす重要課題であり、第３期科学技術基本計画において、国家的な大規模プロ

 ジェクトとして基本計画期間中に集中的に投資すべき基幹技術（国家基幹技術）として位置づけ

○
 

国際原子力エネルギー・パートナーシップ（GNEP）構想等を通じて、我が国が先導して高速増殖炉サイクル技術を提
 案することで、国際標準化を目指すなど国際競争力を確保する上で重要な技術

国 民間

高速増殖炉サイクル技術高速増殖炉サイクル技術



幅広いアプローチ（ＢＡ）活動ＩＴＥＲ計画

○
 

人類究極のエネルギーである核融合エネルギーの実現を目指して、ＩＴＥＲ計画と幅広いアプローチ活動を戦
 略重点科学技術として推進

ＩＴＥＲ計画
 

：核融合実験炉の建設・運転を通じて、科学的・技術的実現可能性を実証

幅広いアプローチ活動：ＩＴＥＲ計画と並行して補完的に取り組む先進的核融合研究開発

○
 

イーター協定は、２００７年１０月２４日に発効

○
 

幅広いアプローチ協定は、２００７年６月１日に発効

○実施極：日、欧

○実施地：青森県六ヶ所村、茨城県那珂市

○総経費：９２０億円を日・欧で折半（2005年5月時点で換算）

○計画：１０年間

○実施プロジェクト

①国際核融合エネルギー研究センター

・原型炉設計・研究開発調整センター

・ＩＴＥＲ遠隔実験センター

・核融合計算機シミュレーションセンター

②国際核融合材料照射施設の工学実証・工学設計活動

③ｻﾃﾗｲﾄ･ﾄｶﾏｸ計画（予備実験等の実施によるITER支援）

○参加極：日、欧、米、露、中、韓、印
※第2回ＩＴＥＲ理事会(H20.6)にて、カザフスタンの加盟について

 正式に調整されることとなった。

○建設地：フランス・カダラッシュ

○総経費：約１兆７千億円（2006年10月末時点で換算）

○核融合熱出力：５０万ｋＷ（発電実証はしない）

○ＩＴＥＲ機構長：池田要氏

○日本の分担割合：

建設期：9.1％、運転期：13％

○計画（予定）：

建設：10年間、運転：20年間、

除染：
 

5年間

平成21年度予算案
 

：11,088百万円
（平成20年度予算額

 
：10,298百万円）

平成21年度予算案：60億円（56億円）

○国際核融合エネルギー研究センター
 

22億円（28億円）
○国際核融合材料照射施設の工学実証・工学設計活動

18億円（11億円）
○サテライト・トカマク計画

 
20億円（17億円）

平成21年度予算案：51億円(47億円）

○ＩＴＥＲ機構の分担金
 

13億円（13億円）
 

○ITER機器の製作や試験、国内機関の活動、人員派遣等

38億円（33億円）

ＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）計画等の推進



高レベル放射性廃棄物→「地層処分」を基本方針

高レベル放射性廃棄物の地層処分事業を円滑に進め安全
 

の確保を図るため、深地層の研究施設等を活用し、深地層の
 

科学的研究、および地層処分技術の信頼性向上と安全評価
 

手法の高度化に関する研究開発を実施。これらの研究開発成
 

果を最新の知識体系として整備し、原子力発電環境整備機構
 

（ＮＵＭＯ）が行う処分事業や国の安全規制に反映する。また、
 

深地層の研究施設の公開等を通じて、国民との相互理解促進
 

へ貢献する。

【地層処分研究開発】
 

１５億円（２０年度予算：１５億円）
○処分技術や安全評価に関するデータの拡充とモデルの

 高度化に関する研究を実施。
○研究成果に基づく知識管理システムの開発。

東海研究開発センター

（イメージ図）

●瑞浪超深地層研究所
(結晶質岩)

●幌延深地層研究所(堆積岩)

（イメージ図）

●地層処分基盤研究施設
●地層処分放射化学研究施設

幌延深地層研究センター

原子力機構の研究開発施設原子力機構の研究開発施設原子力機構の研究開発施設

【地層科学研究】
 

７２億円（２０年度予算：７２億円）
○幌延、瑞浪の２つの深地層の研究施設における掘削、

 調査研究の継続。
○２１年度は、本年４月の国の最終処分の基本方針及び

 計画の改定を踏まえ、研究用水平坑道（幌延140m、瑞浪
 300m）を整備し、湧水抑制対策や地下水の挙動等に関す
 る調査研究を実施。

・幌延深地層研究所
 

３３億円（３４億円）

東立坑約１４０ｍ
 

（12月19日時点）

・瑞浪超深地層研究所
 

３４億円（３３億円）

主立坑約３００ｍ
 

（12月19日時点）

○火山や断層などによる地層処分への影響を予測・評価
するための研究の実施。

平成21年度予算案
 

：
 

8,736百万円
（平成20年度予算額

 
：

 
8,721百万円）

※運営費交付金中の推計額を含む
高レベル放射性廃棄物等の地層処分技術

東濃地科学センター



物質世界の基本法則を探求

・
 

質量の起源の謎
裸のクォークは軽いが、ハドロンを
形成すると重くなる。なぜ？

・宇宙創生の起源
ビッグバン直後に物質はどのよう
に創られたのか？

・
 

素粒子物理学の標準理論の見直し
と、より高次の理論への展開

ニュートリノの謎の解明

原子核・素粒子物理学

・
 

3世代あるニュートリノの質量と混合
の全貌の解明

 
など

基礎科学の  
進展

生命科学の進展
→新薬の開発→難病克服へ

タンパク質

DNA

物質・生命科学研究

産業界を含む幅広い
 中性子利用研究の促
 進→新産業の創出

J-PARC

神岡町
（K）

（３００ｋｍ）

電子ニュートリノ ミューニュートリノ 東海村
（T）

スーパーカミオカンデ
に向けてニュートリノ
を発出

物質・材料科学の進展
→機能構造の解明
→水素燃料電池開発

水素 酸素

水は排出される

中性子で燃料電池開発の鍵となる高分子電
 極膜の構造を調べて最適な材料の開発に

 つなげる。

難病に効く創薬、細胞再生・修復技術、化粧
 品、農産物育成改良技術に貢献する根幹の
 分子レベルの細胞、タンパク質等の構造機

 能の解明。

高感度での水素原子の観測と機能の研究

原子力機構分

 
高エネ機構分

 
合計

平成21年度予算案

 
：

 
8,260百万円

 
6,500百万円

 
14,760百万円

平成20年度補正額

 
：

 
2,500百万円

 
500百万円

 
3,000百万円

（平成20年度予算額

 
：

 
7,381百万円

 
11,663百万円

 
19,044百万円）

※運営費交付金中の推計額を含む

○日本原子力研究開発機構と高エネルギー加速器研究機構が両者のポテンシャルを活かし､共同して
 加速器計画を推進(建設地：茨城県東海村) 。

スーパー
カミオカンデ

（T2K実験）

ニュートリノを検出

--------------

 

to

 

--------------

原子核・素粒子実験施

 設

3 GeV 
シンクロトロン

リニアック

ニュートリノ実験施

 設

50 GeV 
シンクロトロン

物質・生命科学
実験施設

核変換実験施設

 （Ⅱ期）

（1）世界最大強度の中性子源を用いて21世紀の物
 質･生命科学研究を展開し、経済・社会の発展に
 貢献。

（2）K中間子、ニュートリノ等の二次粒子を用いて、自
 然界の基本原理を探求する原子核・素粒子物理

 学を展開。
（3）平成21年度においては、20年度より開始する各

 実験施設におけるビーム供用を着実に実施
（※）する。また、幅広い利用者のニーズに応える

 施設（中性子利用実験装置）を整備すると共に、
 研究等の加速に貢献するリニアックビーム増強を
 引き続き行う。

（※ニュートリノ実験施設は平成21年度よりビーム供用開始）

大強度陽子加速器施設（Ｊ大強度陽子加速器施設（Ｊ--ＰＡＲＣ）によるＰＡＲＣ）による

物質・生命科学及び原子核・素粒子物理学研究の推進物質・生命科学及び原子核・素粒子物理学研究の推進



２．研究炉・ホットラボ等活用研究プログラム

平成21年度予算案：
 

２．４億円
 

（１．６億円）
研究期間：３年程度
対象機関：ホット施設を有する大学、公的研究機関

研究炉及び核燃料系ホットラボ等を効率的・有効的
に活用する研究活動を促進
「ホット施設」を保有する機関が、外部機関とともに、
当該施設を利用した共同研究を実施

【スキーム】

３．若手原子力研究プログラム

平成21年度予算案：１．６億円
 

（１．０億円）
研究期間：２年程度
対象：40歳以下の若手研究者

将来の原子力研究開発の基盤を支える研
究者を育成
若手による斬新なアイディアに基づく研究を
支援

【スキーム】

１．戦略的原子力共同研究プログラム

平成21年度予算案：
 

３．６億円
 

（２億円）
研究期間：３年程度
対象機関：大学、国研、独法、民間企業等

原子力政策大綱を踏まえつつ、政策ニーズの高い戦
略的なテーマをタイムリーに設定

幹事機関を中心とした複数機関の連携による共同研
究活動を促進

【スキーム】

文部科学省

共同研究参画機関

①テーマ設定

③課題審査・採択
②応募

文部科学省

①施設を利用した

 研究計画の策定

②施設単位による申請 ③審査・採択

文部科学省

研究者が所属する研究機関等

①若手研究者による斬

 新なｱｲﾃﾞｨｱに基づく研

 究課題の応募

②課題審査・採択

原子力委員会連携

独法等 大学 企業

研究炉等のホット施設を有する機関

【基本的考え方】
我が国における原子力研究の裾野をひろげ、効率的・効果

 的に基礎的・基盤的研究の充実を図るため、政策ニーズを
 踏まえたより戦略的なプログラム・テーマを設定し、競争的な

 環境の下、３つのプログラムを一体的に推進する。具体的に
 は、

原子力に関する基礎的・基盤的な研究に対する政策ニーズ
に的確に対応するため、大学、研究機関、民間企業等の英
知を結集して、先端的な研究を重点的に推進

ホット施設の特色を活かした研究を推進し、原子力利用に係
る技術基盤の維持・向上や、ホット施設の利用が不可欠な基
盤的な研究を推進

原子力分野の将来を担う若手研究者による斬新なアイディア
に基づく研究を推進するとともに、いわゆる原子力ルネサン
スを支える研究人材の育成

の観点から、次の３つのプログラムを設定。

平成21年度予算案
 

：
 

810百万円
（平成20年度予算額

 
：

 
510百万円）

企業大学独法等

共同研究の幹事機関

原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ
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